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ーする研究が存在する一方で（Lengnick-Hall et al. 2009）、戦略人的資源管理と題された
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構築する第二部の 2部構成になっており、序章と結章を含めて合計 8つの章から成る。 






























20 世紀初頭に成立した人の管理職能は今日までの約 100 年を通じて人事労務管理






















クセレント・カンパニー（Peters and Waterman 1982）が実践する優れた人的資源管理モデル
への関心、労働組合の影響力の減退などが挙げられる（Guest 1987）。人事・労務管理と人的資
源管理のより具体的な差異に関しては、Guest（1987）や Storey（1992）に詳しい。 

































出所：Wright and Bowell（2002）p.250. 
 
性に関する事項を議論の俎上に載せる研究が1980年代に発表されたものだけでも数多く存
在する（Baird and Meshoulam 1988; Fombrun, Tichy and Devanna 1984; Lengnick-Hall 



















































































 ①Schuler and Walker（1990） 
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④Boxall and Purcell（2011） 












                                                   

















うものだからである（Tyson 1997, p.279）。この Tyson（1997）による人的資源戦略の取






































                                                   
5) ただし、戦略をプロセスと構造とに区別して、それぞれの意義を検討するという視座は、すで












































































 本章は、戦略的人的資源管理（strategic human resource management : SHRM）論に
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8) 実際、Arthur（1992;1994）; Huselid（1995）; MacDuffie（1995）; Youndt et al.（1996）
など、普遍的アプローチと適合的アプローチの有効性、妥当性を実証的に検討する研究が多く存
在する。 


























                                                   
9) Pfeffer (1994) では 16の人事慣行群を提示しているが、Pfeffer (1998) では統合や省略によ
って 7つに集約されている。 






























11) Becker and Huselid（1998）；Datta, Guthrie and Wright（2005）などが挙げられる。 











and Gratton （1994）は、人的資源管理や人事労務管理（personnel management : PM）
と戦略的人的資源管理の違い、すなわち戦略的人的資源管理がもつ固有の特性として、組
織が直面する様々な環境と人事諸慣行・施策との相互作用を検討するような、包括的な側
面を指摘している（Truss and Gratton 1994, p.666）。つまり、我々は企業の戦略目標を達
成するための事業戦略や競争戦略のみならず、より広範な企業内外の諸環境をも包含して
人的資源戦略を検討することの必要性を認識しなければならない。これはすなわち企業戦
略以外の要因への人的資源戦略の適合であり、同様の主張が Jackson and Schuler（1995）








                                                   
12) 初期の適合的アプローチの代表としては、Miles and Snow（1984）；Schuler and Jackson
（1987）；Lengnick-Hall and Lengnick-Hall（1988）などが挙げられる。 


















（Becker and Gerhart 1996, pp.784-787）。彼らによると、より抽象度の高い人材システ
ム・アーキテクチャレベルではベストプラクティスが存在し、それを具体化したポリシー・
オルタナティブレベルおよびプラクティス・プロセスレベルでは導入される人事慣行・方
策が異なるため適合的アプローチが適切である。Boxall and Purcell （2011）もまた、企
業が実際に採用する人事慣行・施策は様々な状況要因の影響を受けて変化するが、その背
後にはどの企業にもあてはまる一般原理としてのベストプラクティスが存在すると述べて









































の源泉となるようデザインされた人事施策・慣行群のシステム」（Datta, Guthrie and 
Wright 2005, p.136）を意味する概念であるとみなされている。また、それを構成する各人
事施策・慣行は、従業員の参画の増大、豊富な訓練、インセンティブの提供などがその中




革新的雇用慣行群（innovative employment practices）（Ichniowki, Shaw and Prennushi 
1997）、革新的作業慣行群（innovative work practices）（Osterman 1994）などの概念・
用語は、それぞれ強調する点は異なるものの（Ramsay, Scholarios and Harley 2000, p.503）、





                                                   












et al. 2006, p.272）や、高業績人材マネジメントシステムが製造業の競争力改善のための方
策として提唱されたにもかかわらず、サービス業にも関わる概念として理解されつつある









Amit and Schoemaker 1993; Bogaert, Martens and Van Cauwenbergh 1994; Dierickx 
and Cool 1989）。また、AMO理論（AMO theory）は、個人のパフォーマンスの増大が A
（ability：能力）、M（motivation：動機）、O（opportunity：機会）の向上によってもた







                                                   
14) 資源ベース理論が有する戦略的人的資源管理への含意については、第 3章にて詳述される。 




















































 高業績人材マネジメントシステムが抱える 2 つ目の問題点は、業績指標との間での因果
関係が不明確という点である（Chartered Institute of Personnel and Development 2003, 
p.2）。すなわち、高業績人材マネジメントシステムを採用するから個人・組織成果が向上す
るのか（高業績人材マネジメントシステム→優れた成果）、それとも高い成果をあげている












に明確な解が提示される必要があるといえよう。すでにこの指摘は Boxall and Purcell
（2011）によってなされており、彼らは特定のベストプラクティスが企業側と従業員側で
受け取る便益についてトレードオフ関係が成り立つ時、普遍的アプローチはその関係に対






優れているとはいえないとの主張が見られる（Godard 2001; Ramsay, Scholarios and 
Harley 2000）。その一方で、Appelbaum et al.（2000）は、高業績人材マネジメントシス
テムの採用はストレスの増加とは無関係であると論じており、従業員にとっての便益は大
きいと主張する（Appelbaum et al. 2000, p.20）。また、Wood and de Menezes（2011）は
個人の職務充実と従業員の職務満足および充実感に正の相関が発見された一方で、職場レ
ベルでのチームワーク志向や集団での訓練の採択を意味するハイインボルブメント・マネ
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16) Hope-Hailey et al.（1997）；Brewster（1999）；Purcell and Hutchinson（2007）；Boxall and 



























                                                                                                                                                     
Purcell（2011）など。 


























                                                   
17) ただし、Cappelli and Singh（1992）が述べるように、特定の人的資源管理が従業員の特定
の反応を示すことが明らかになり、それが模倣可能であったとしても、全ての企業がそれに関心
を抱くとは限らない（p.183）。 
    
40 
 























































































































































































                                                   
19) 初期の資源ベース理論の代表的な研究者としては、Barney や Wernerfeltなどが挙げられる。
ただ、企業の内的資源に注目し、それを企業成長のキーファクターとする議論の源流は Penrose
にあるとされている。詳しくは Penrose（1995）を参照されたい。 










源の集合体（collection of productive resources）」（Penrose 1995, p.24, 訳書 48ページ）
としての企業の姿が理解できる。したがって、資源ベース理論においては財務情報として
認識、測定、評価されない個人の才能、知識や組織プロセスといったものも分析対象とな









































                                                   
20) Barney（2002）では、代替可能性を模倣困難性の中に組み込み、資源を活用するための組織
的な方針や手続きが整っているかという問いを追加しており、VRIO（value, rarity, inimitability, 
organization の接頭語）フレームワークを提唱している。 
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    ―特殊な歴史的条件 
    ―因果曖昧性 




























                                                   















ている（Nonaka and Takeuchi 1995）。彼らは、暗黙知と形式知を峻別し、職場で働く従
業員の相互作用によって組織的に知識が創造・増幅していくプロセスをモデル化した。暗










































                                                   
22) Wright, Dunford, and Snell（2001）は、研究領域としての戦略的人的資源管理論と資源ベー
ス理論には、同一方向への収斂がみられると論じている。 
23) 人的資本という用語は、主に経済学の観点から投資対象としての人的資源を認識する際に用
いられているようである。例えば Beckerの主著（1975）は Human capital（邦訳は『人的資
本』）と題されている。 

























                                                   
24) Wright, McMahan and McWilliams（1994）は、従業員間のスキルの異質性の中でも特に認
知能力（cognitive ability）がパフォーマンスと正の相関があり、相対的に安定的であるという
理由で重要であるとしている（p.308）。 









（human resource advantage）を説明している点である（Boxall and Purcell 2011, 
pp.112-115）。 
 人的資本優位性は、高い能力を持った人的資源が持続的競争優位の源泉となるという思











（組織プロセス優位性）の産物」（Boxall and Purcell 2011, pp.114-115）であることが理
解できる。 
 
                                                   
25) ただし Boxall and Purcell（2011）は、Hamelと Prahaladや Leonard-Bartonといっ
た一部の資源ベース理論の研究者もまた競争を行う上での最低限必要な資源について言及
していることを認めている (pp.109-111)。 





















































                                                   
26) 例えば、Wright, McMahan and McWilliams（1994）や Mueller（1996）などである。 
27) 例えば、Lado and Wilson（1994）、Becker and Gerhart（1996）、 Kleiman（2000） 
などである。 
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るわけではなく、それゆえ人的資源システムは因果曖昧性を備える（Becker and Gerhart 
1996, p.782）。また、人的資源システムを編成するにあたっての組み合わせは個々の戦略的



























「人的資源アーキテクチャ（human resource architecture）」（Lepak and Snell 1999; 2002）



























図 3-2 人的資源アーキテクチャの類型 
 
























































































あるとされている（Guest 2011, p.4）。 
現在まで、企業で導入される様々な人的資源管理の諸制度・方策を独立変数、各種の業

































戦略的人的資源管理の文脈の中で成果概念を分類した Dyer and Reeves（1995）による
                                                   










財務成果は ROI（return on investment）や ROA（return on assets）といった財務諸表
に示される客観的指標であり、株式市場成果は株価や株主へのリターンなどによって測定
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30) アメリカ以外の諸外国でも、イギリスを中心として研究蓄積が確認できるが、相対的にその
規模はアメリカよりも小さい。（Guthrie 2001; Guest et al. 2003 など）。 
人的資源戦略 人的資源管理制度群 人的資源管理成果 行動成果 パフォーマンス成果 財務成果
選抜 向上：
差別化 コミットメント 生産性






（コスト削減） 職務設計 組織市民的行動 対立関係
柔軟性 顧客からの苦情
参画管理








た人事施策・慣行群のシステム」（Datta, Guthrie and Wright 2005, p.136）を意味し、従
業員の参画の増大、豊富な訓練、インセンティブの提供などがその中心となっている
（Appelbaum et al. 2000）。高業績人材マネジメントシステムを中心に据えた研究群には、
その構成要素にばらつきが見られるといった批判が存在する（Becker and Gerhart 1996, 
p.784）ものの、92の研究をサンプルにメタ分析を行った Combs et al.（2006）は、高業
績人材マネジメントシステムの採用によって財務成果が向上すると結論づけている













                                                   
31) 高業績人材マネジメントシステムの内容および特質については第 2章を参照されたい。 



























 第 1 章で論じられたように、戦略的人的資源管理の分析視角はこれまでの人的資源管理
とは異なり、個々の人的資源管理の制度・慣行ではなくその総体としての人材マネジメン
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トシステムに焦点を当てる（Becker and Huselid 2006, p.899）。このセットとしての人材
マネジメントシステムが組み合わされることで人的資源戦略となり、一つの事業体の中で



















体の計画が修正されなければならない。」（Von Clausewitz 1980, 訳書 p.184）と述べてい
る。さらに、戦略の創発性に注目した Mintzberg は、公式的な戦略計画が問題解決に貢献
するどころか、すでにある問題を悪化させたり、以前にはなかった問題を発生させたりす
る可能性を指摘している。（Mintzberg 1994, p.256, 訳書 p.277）。 





がその成否にとって重要であることを示唆している。しかし、1980 年代から 1990 年代に
かけての戦略的人的資源管理論の諸研究では、人的資源戦略が現場に適用された際にどの
ような事象が生じるのかという問いについては決して十分な関心が向けられてきたとはい












るうえでは、多くの研究（例えば Ramsay, Scholarios and Harley 2000; Den Hartog and 




人材マネジメントシステムがそのままの形で実行されるとは限らない（Truss 2001; Khilji 
and Wang 2006）にも関わらず、あたかも高業績人材マネジメントシステム＝唯一最善の
                                                   
33) Gratton and Truss（2003）はこの例として Huselid（1995）を提示している (p.86)。 



























くないが、Boxall and Purcell（2011）とWright and Nishii（2007）は、人的資源戦略が





する。Wright and Nishii（2007）は、意図された人的資源管理制度（intended human 



































































業績間の介在要因として設定する研究は注目に値する（Lepak et al. 2006; Ferris et al. 
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図 4-2 Bowen and Ostroff（2004）モデル 
 
 














































の範疇で検討されている。それは、一貫性（Baron and Kreps 1999）や内的適合（Baird and 

















































（Liden, Bauer and Erdogan 2004）、それゆえラインマネージャーと従業員が形成する人







しまうことが考えられる（McGovern et al. 1997）。また、人的資源戦略に対する熱意がな
く、積極的な関与を行わないといったラインマネージャーの行動も予見される（Purcell et 
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34) 資源ベース理論の理論としての妥当性を批判した研究として、Priem and Butler（2001）
が著名であるが、本研究での問題意識とは合致しないため、ここでは省略する。 











において、ダイナミック・ケイパビリティ（Teece, Pisano and Shen 1997）、コア・コンピ





Wright Dunford Snell （2001）は、戦略的人的資源管理によって提示された戦略的人的資
源管理と資源ベース理論の統合的枠組みの中では、人的資源管理の各方策が知的資本の蓄
積や知識創造、ダイナミック・ケイパビリティに影響を与えることが示唆されている。



























































































相反せず、むしろ補完的であるというというMilliman, von Glinow and Nathan（1991）
の主張と同様に、戦略的人的資源管理においても両者を同時並行的に取り扱うことが主張
されている（Wright and Snell 1998; Lengnick-Hall et al. 2009）が、その両者の位置づけ
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37) 例えば、Mintzberg, Brunet and Waters（1986）、Mintzberg and McHugh（1985）、Mintzberg 
and Waters（1982）などが挙げられる。 















図 6-1 創発型戦略の位置づけ 
 
 
出所：Mintzberg（1994）p.24, 訳書 76ページ。 
 





































































たとえば、当時のアメリカを代表する人的資源管理のテキストである Beer et al.（1984）
は、人的資源管理に計画性がなく、問題が生じたその都度解決策を提示するような形で行
われていると主張し、様々な人的資源管理の活動をゼネラル・マネジメントの視点から統
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39) 人的資源管理に関する研究で創発（emergent）という用語が論題に含まれているのは、いず
れも中小企業を対象としている Harney and Dundon（2006）と Marlo（2000）以外には確認
できなかった。これは、両者の関わりが検討されてこなかったことの証左といえよう。 





















整合的であることの必要性を提起するもの（Miles and Snow 1984; Schuler and Jackson 
1987; Lengnick-Hall and Lengnick-Hall 1988; Wright and MacMahan 1992）や、特定の
ベストプラクティスが企業の業績向上に寄与するとして、その特定に主眼を置くもの
（Huselid 1995; Pfeffer 1994;1998）などが存在する。その後、これらは戦略的人的資源管
理の主要なパースペクティブとして認識・整理され（Delery and Doty 1996; Boxall and 
Purcell 2000）、前者は適合的アプローチ、後者は普遍的アプローチとして、現在において



























                                                   
40) 両アプローチの特徴に関しては、第 2章を参照されたい。 



























出所：Hendry and Pettigrew（1986）p.4 










































れることがすでに多くの研究で確認されているが、（例えば、Grant 1999; Truss 2001; 












                                                   
41) 人的資源戦略の意図と現実の乖離現象については、第 4章を参照されたい。 
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られている（Purcell and Hutchinson 2007, Harney and Jordan 2008）。 
人的資源管理にまつわる諸種の活動の中でも、特に選考や評価、部下の育成などに関し
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